
産業建設常任委員会審査日程 
 

日 時  令和７年５月３０日（金） 

 午前９時から       

場 所  第２委員会室       

 

～審査内容～ 
 

１ 議案第５２号 山陽小野田市水道局企業職員の給与の種類及び基準に関す

る条例等の一部を改正する条例の制定について                                  

（水道） 

 

２ 議案第５０号 山陽小野田市地域経済牽引事業の促進に係る固定資産税の

特例に関する条例の一部を改正する条例の制定について                                  

（商工） 

 

３ 議案第５３号 区域外における公の施設の設置に関する協議について                                  

（商工） 

 

 

 



＜経済部商工労働課＞ 

 

【議案第５０号】【経済部商工労働課】  

 

 山陽小野田市地域経済牽引事業の促進に係る固定資産税係の特例に

関する条例の一部改正について  
 
１ 根拠法令及び主旨 

〇地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する  

法律 

 ＜主旨＞ 

  企業が、地域の特性を生かして高い付加価値を創出し、その他の 

地域の事業者に対して経済的効果を及ぼすような事業を行うことに 

対し、様々な支援制度で応援することにより、地域の成長発展の基  

盤強化や、経済の健全な発展に資することを目的とする。  

 

２ 支援概要 

 ・法人税等の課税の特例（国税）  

 ・不動産取得税の課税免除（県税）  

 ・固定資産税の課税免除（市税） ▶ 適用期間：３年 など 
 
 ※固定資産税の課税免除に関しては、減収額の４分の３が普通交付  

税措置。（財政力指数０.６７未満の自治体） 

 ※支援に当たり、企業は県に事業計画を提出し認定を受け、その後

に国の確認が必要。 

 

３ 条例改正の内容  

 条例第３条を次のとおり改める。  

改正後 改正前 

第３条 市長は、促進区域内にお

いて、令和１０年３月３１日まで

に、対象施設を設置した事業者に

対し～（中略） 

～課する固定資産税を免除する

ことができる。 

第３条 市長は、促進区域内にお  

いて、令和７年３月３１日まで

に、対象施設を設置した事業者に   

対し～（中略） 

～課する固定資産税を免除する

ことができる。 

 

 地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する

法律第２６条に規定する、地方公共団体等を定める省令の一部を改

正する省令が令和７年３月３１日に交付、令和７年４月１日に施行

され、減収補填措置の適用期間が、令和７年３月３１日から令和１

０年３月３１日まで延長されたことを受け、本市の条例についても

あわせて同様の改正を行うもの。  



＜経済部商工労働課＞ 

 

【議案第５３号】【経済部商工労働課】  

 

 区域外における公の施設の設置に関する協議について  
 
１ 根拠法令 

・地方自治法第２４４条の３  

（公の施設の区域外設置及び他の団体の公の施設の利用）  

第二百四十四条の三  普通地方公共団体は、その区域外においても、また、

関係普通地方公共団体との協議により、公の施設を設けることができる。 

２ 普通地方公共団体は、他の普通地方公共団体との協議により、当該他

の普通地方公共団体の公の施設を自己の住民の利用に供させることがで

きる。  

３ 前二項の協議については、関係普通地方公共団体の議会の議決を経な

ければならない。  

 

２ 上水道平面図 

 

 

３ 進出企業及び区画 

  企業名：新光産業株式会社（宇部市厚南中央二丁目１番１４号）  

  区 画：５区画（Ｄ・Ｅ・Ｆ・Ｋ・Ｌ）  約５７,７３０㎡ 

※うち山陽小野田市区画：Ｋ区画（約１０ ,１９２㎡） 

 

水道管路  

市境  


